
政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

※中央健康づくりセンター及び保健所浜北支所の人工を含む

分野

政策

2025年度

保健予防と食の安全対策の推進

64,740

2029年度

2028年度 2029年度

正規職員 38.0

暫定再任用職員（26時間勤務） 0.0

会計年度任用職員 12.7

関心度が高い感染症の感染予防・まん延防止の方法等について、市民等へ適時的確に発信することにより、感染
症に関する知識を正しく理解してもらい、基本的な感染防止対策の意識の成熟を図ります。
安全性の高い食品が提供され、安心して食生活が送れるようにするため、食品取扱施設のHACCP（HACCPに沿っ
た衛生管理）導入支援や技術的な助言・指導を行うほか、実施状況を検証し、継続的な衛生水準の向上を図りま
す。

決算 48,134

2028年度

指標名 質問文
基準値

2024年度
2025
年度

2026
年度

感染症について
・感染症の予防等について周知啓発を行うとともに、感染症が発生した場合はまん延防止のため必要な措置を行っ
ている。
・結核の患者数は年々減少しているが、外国生まれの患者が増加している。
・結核のまん延防止のため、患者発生時にはより一層速やかな治療及び接触者の把握と健診が必要である。
食の安全について
・食中毒防止等について周知啓発を行うとともに、食品取扱施設に対しHACCP（HACCPに沿った衛生管理）導入に
より安全性の高い食品が提供できるよう継続的な監視指導を実施している。
・ノロウイルス、カンピロバクターなどによる食中毒や広域に流通している食品等による健康被害が発生し、市民の
健康が脅かされている。
・食品取扱施設に導入されているHACCP（HACCPに沿った衛生管理）の状況を確認し、不備がある場合には指導す
る必要がある。

予算

2025年度 2026年度 2027年度

2025年度 2026年度 2027年度

政策シート

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

2027
年度

2028
年度

2029
年度

- -

（管理番号）

02 01 03 01

基本政策 政策

担当課名

生活衛生課
05

暫定再任用職員（31時間勤務） 1.3
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①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

2025年度
予算

（千円）

2,182

１　エイズに係る啓発、検査、相談の実施
エイズのまん延防止及び患者・感染者の支援を行うため、地域のエイズ対策に係る啓発普及活
動、エイズ対策推進に係る研修・人材養成を行う。また、HIV/エイズ及び梅毒等性感染症の検査及
び相談を行う。

２　肝炎患者支援、ウイルス性肝炎無料検査、治療費助成の実施
①診療の地域連携強化のため、肝炎患者等への情報提供を実施する。また、感染予防、早期発
見及び早期治療のため、肝炎ウイルスに関する正しい知識の普及と肝炎ウイルス検査勧奨等を行
う。
②肝炎ウイルス検査に関する相談、無料の肝炎ウイルス検査を行う。検査陽性者については、医
療機関の受診状況等の確認及び未受診者の受診勧奨等を行う。
③将来の肝硬変、肝がんの予防等を図るため、県が実施しているウイルス性肝炎の治療費助成に
係る申請受付・進達事務等を行う。

生活衛生管理システム（畜犬管理システム、住居衛生管理台帳システム、食品衛生管理台帳シス
テム）の運用保守業務委託を行う。
結核治療に係る公費負担の審査の際に使用する患者の胸部レントゲン及びCT画像投影用の画像
診断ワークシステムに係る業務を行う。

1,580

4,326

4,325

事業名 事業内容
2025年度

決算
（千円）

特定感染症対策
事業

生活衛生デジタ
ル運営経費

20,543

生活衛生対策推
進事業

市民生活に密着した理・美容所、クリーニング所、公衆浴場をはじめとした生活衛生関係営業施設
の監視・指導並びに飲料供給施設に対する立入調査等を行う。
また感染症媒介昆虫であるハエや蚊など衛生害虫の防除等に関する相談及び対応指導を行う。

2,311

1,724

結核健康診断費
支援事業

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第53条の2第１項及び第60条第１項
により、学校及び社会福祉施設等が実施した結核に係る定期健康診の費用の2/3を補助する。

11,919

11,083

感染症対策事業

１　感染症発生時の予防対策及び医療扶助の実施
感染症発生時に、積極的疫学調査等を実施し、感染源、感染経路等を調査し、適切な感染症対策
を行う。また、入院が必要とされる感染症の発生時には、入院医療費の公費負担、係る事務手続
き等を行う。

２　感染症発生動向調査事業
医師等の医療関係者の協力のもと、感染症の発生情報を正確に把握・分析し、その結果を市民や
医療関係者へタイムリーに提供・公開することで、感染症に対する有効かつ的確な対策を図り、感
染症の発生及びまん延を防止する。

8,997

5,738

結核対策事業

10,793

１　結核患者の治療の完遂
すべての結核患者に対しDOTS（直接服薬確認療法）を行うことにより、治療を完了させる。

２　結核患者の接触者の特定と健診受診の勧奨
結核患者の生活等状況を迅速に調査し、接触者を特定した後、健診を受診させる。
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※予算・決算は各事業に係る経費を計上

②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

100 100 100 100 100

142

142%

「浜松市食品衛生監視
指導計画」に基づく施設
監視計画数に対する実
施率

HACCPの導入や検証状況を確
認するためには、計画的に施設
監視を実施することが必要であ
る。

実績値

達成率

目標値

実績値

目標値 -

実績値
2026年
11月確

定

達成率 -

-

-

124

100100 100

結核接触者健診
受診率（％）

結核患者調査におい
て、接触者と判断された
者の健診受診率
※接触者の受診に3か
月以上かかるため、
2024年度の実績値は
2023年度の値である

感染の連鎖を断つため、リスク
がある接触者が確実に健診を
受けていることが必要である。

目標値 100 100

事業名 事業内容

2025年度
予算

（千円）

2025年度
決算

（千円）

2028
年度

2027
年度

2026
年度

2025
年度

達成率 -

１　HACCPに沿った衛生管理の推進
食品等事業者が行っているHACCPに沿った衛生管理について、施設立入や講習会等様々な機会
を通じて実施状況を確認する。また、衛生管理計画を作成後も、定期的に効果を検証し必要に応じ
て計画の見直しをするよう助言指導を行う。

２　食中毒等に対する迅速な対応
健康被害を最小限に抑えるため、夜間・休日等にも対応できる体制を整え、市民からの食品に関
する相談や健康被害の対応及び食品等事業者からの報告に対応する。

３　食中毒防止のための啓発
家庭における食中毒発生を防止するための方法（食品の購入、保管、調理、喫食時の対策等）、有
毒植物の誤食防止に関する注意喚起などの情報をホームページ等に掲載する。

1,091

2024
年度

1,229
国民健康・栄養調査の実施及び特定給食施設等における管理・指導を行う。

11,800

13,233

指標名 指標の定義 設定理由
2029
年度

食品営業施設監
視指導達成率
（％）

-

96.2

食の安全対策推
進事業

栄養指導事業
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③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

実績値

飲食に起因する
大規模食中毒の
発生件数（件）

指標名 指標の定義 設定理由

-

2028
年度

2029
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度

指標名
基本計画

指標

結核罹患率（人
口10万人当たり）

人口10万人当たりの新
規登録結核患者数
※国の結核統計が年次
で集計されるため、2024
年度は2024.1.1～12.31
までの患者数による値で
ある

感染症のまん延を把握する指
標として有用である。全国統一
の指標であるため比較しやす
い。

男性
73.70
女性
75.95
（2022
年度）

2027年
度確定

病気の発症や重症化を予防することにより、健康で自分らしく充実した生活を送っている。

0

実績値 1

2026
年度

指標の定義

達成率 - 0

患者100人以上の食中
毒事件の発生数

大規模な食中毒事件の有無を
示すことで、市民が健康被害の
リスクを受けているかを確認す
ることができる。

達成率 -

0目標値 - 0 0 0

2

男性
98%
女性
97%

男性
75.24
女性
78.15

○
健康寿命
（歳）

健康上の問題で日常生活が
制限されることなく生活でき
る期間

実績値

達成率

実績値

達成率

実績値

達成率

2024
年度

2025
年度

7.5
（2024

年）

2026年
8月確

定

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

目標値 10 10 9 9 9
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「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2026年度記載）

生活衛生関係営業施設の監視・指
導並びに飲料供給施設に対する立
入調査等を継続し、市民の生活環
境の安全性を確保する。
衛生害虫の防除等に関する相談及
び対応指導を行い、健康被害の未
然防止に努める。

理・美容所、クリーニング所、公衆浴場をはじめとした生活衛生関係営業
施設について、203件の監視を実施した。
また専用水道設置施設については、水質基準に関する省令が改正され
令和8年4月からPFASが水質基準項目に追加されることを受け、全設置
者67施設（国設置施設を除く）に対し水質検査を実施し基準値化前に濃
度の把握に努めるよう指導し、検査結果の確認を行った。
またハチや蚊などの衛生害虫について、市民からの防除や駆除に関す
る相談及び対応指導を159件行った。

事業名

生活衛生対策推
進事業

事業改善の内容や今後の方向性実施内容

特定感染症対策
事業

１　エイズに係る啓発、検査、相談の実施
エイズのまん延防止及び患者・感染者の支援を行うため、地域のエイズ
対策に係る啓発普及活動、エイズ対策推進に係る研修・人材養成を行
う。また、HIV/エイズ及び梅毒等性感染症の検査及び相談を実施した。

２　肝炎患者支援、ウイルス性肝炎無料検査、治療費助成の実施
①診療の地域連携強化のため、肝炎患者等への情報提供を実施する。
また、感染予防、早期発見及び早期治療のため、肝炎ウイルスに関する
正しい知識の普及と肝炎ウイルス検査勧奨等を実施した。
②肝炎ウイルス検査に関する相談、無料の肝炎ウイルス検査を行う。検
査陽性者については、医療機関の受診状況等の確認及び未受診者の
受診勧奨等を行う。
③将来の肝硬変、肝がんの予防等を図るため、県が実施しているウイル
ス性肝炎の治療費助成に係る申請受付・進達事務等を実施した。

１　引き続き、エイズに係る啓発等
を行うとともに、従来の保健所検査
に加えてＨＩＶ及び梅毒の郵送検査
を実施することで、検査体制の充実
を図る。

２　引き続き、肝炎患者等への情報
提供に努めるとともに、委託医療機
関における無料の肝炎ウイルス検
査を実施し、陽性者のフォローアッ
プを行う。また、県の治療費助成事
業の進達事務を行う。

生活衛生デジタ
ル運営経費

生活衛生管理システム（畜犬管理システム、住居衛生管理台帳システ
ム、食品衛生管理台帳システム）の運用保守業務委託を行った（運用保
守業務委託2,376千円）。
結核治療に係る公費負担の審査の際に使用する患者の胸部レントゲン
及びCT画像投影用の画像診断ワークシステムに係る業務を実施した。

引き続き、生活衛生管理システム
の運用を行う。
また、感染症診査協議会結核部会
における公費負担の審査におい
て、導入したシステムを活用する。

結核対策事業

１　結核患者の治療の完遂
DOTS対象となる結核患者の全てに対し、DOTS（直接服薬確認療法）を
行うことにより、治療を完了させるための支援を行った。（DOTS実施率
100％）

２　結核患者の接触者の特定と健診受診の勧奨
結核患者の生活等状況を迅速に調査し、接触者を特定した後、健診を受
診させるための勧奨を行った。

引き続き、結核患者に対するDOTS
の実施、接触者健診の受診勧奨を
行い、結核患者の治療の完遂と新
たな結核患者の早期探知を行う。

結核健康診断費
支援事業

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第53条の2
第１項及び第60条第１項により、学校及び社会福祉施設等が実施した結
核に係る定期健康診の費用の補助（2/3）を行った。（実績：127施設）

引き続き、法に基づく結核健康診断
費用の補助を行う。

感染症対策事業

１　感染症発生時の予防対策及び医療扶助の実施
感染症発生時に、積極的疫学調査等を実施し、感染源、感染経路等を
調査し、適切な感染症対策を行う。また、入院が必要とされる感染症の
発生時には、入院医療費の公費負担、係る事務手続き等を実施した。

２　感染症発生動向調査事業
医師等の医療関係者の協力のもと、感染症の発生情報を正確に把握・
分析し、その結果を市民や医療関係者へタイムリーに提供・公開すること
で、感染症に対する有効かつ的確な対策により、感染症の発生及びまん
延の防止を図ることができた。

引き続き、発生届出事例等に対して
積極的疫学調査を実施し感染源等
の究明を行うとともに、発生動向調
査を通じた感染症情報の提供及び
啓発を行ことで、感染症の発生及び
まん延の防止を図る。

【2025年度の評価】
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「②活動（アウトプット）指標」の見直しの要否（2026年度記載）

事業改善の内容や今後の方向性

施設立入や講習会等において
HACCPに沿った衛生管理の推進を
図る。
食中毒疑い事案に対して夜間・休
日等にも対応できる体制を整え、迅
速に対応することにより、被害拡大
防止に努める。また、市民に対して
食中毒防止のための啓発を行い、
健康被害発生防止に努める。

食の安全対策推
進事業

栄養指導事業

事業名 実施内容

引き続き、国民健康・栄養調査の実
施及び特定給食施設等における指
導を行い、市民の健康維持・増進に
努める。

１　HACCPに沿った衛生管理の推進
食品等事業者が行っているHACCPに沿った衛生管理について、施設立
入の際に実施状況を確認した（営業許可施設監視5,212件）。また、衛生
管理計画を作成後も、定期的に効果を検証し必要に応じて計画の見直し
をするよう助言指導を行った。さらに、HACCP導入講習会を3回実施し、
92施設に対して導入の支援を行い、食品等事業者に対して実施した衛
生講習会（31回実施、1,518人参加）の中でHACCPに沿った衛生管理に
ついて指導を行った。

２　食中毒等に対する迅速な対応
健康被害を最小限に抑えるため、夜間・休日等にも対応できる体制を整
え、市民からの食品に関する相談や健康被害の対応及び食品等事業者
からの報告に対応した。

３　食中毒防止のための啓発
家庭における食中毒発生を防止するための方法（食品の購入、保管、調
理、喫食時の対策等）、有毒植物の誤食防止に関する注意喚起などの
情報をホームページ等に掲載した。また、出前講座を3回実施し、71人に
対して食中毒防止のための啓発を行った。

国民健康・栄養調査を2地区（8世帯55人）において実施した。また、特定
給食施設等に対して巡回等個別指導を58件及び集団指導を（1回、48施
設）実施した。

指標見直しの要否 否
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「③短期成果（アウトカム）指標」の見直しの要否（2026年度記載）

2025年度の政策の評価と2026年度以降の取組の方向性（2026年度記載）
業務全般において事業が計画通り進んでいることから、2026年度以降においても引き続き同様の事業を実施する。
結核対策事業の結核接触者健診受診率については、集団ＩＧＲＡ検査の委託事業を推進すること等により改善傾向にあり、2026
年度以降もこれら委託事業の活用により対象者が検査を受けやすい体制を維持し、対象者への受診勧奨を行うことで目標の達
成を目指す。
特定感染症対策事業のうち、保健所によるＨＩＶスクリーニング検査等の機会の充実については、2026年度に導入する郵送検査
の効果を検証し、新たな受検者層の掘り起こし等を目指して事業を実施する。
生活衛生対策推進事業については、生活衛生関係施設や飲料水供給施設の立入指導を行い、健康被害の発生を防止すること
ができた。引き続き計画的に立入指導を実施することで、市民の生活環境の安全性確保を図る。
食の安全対策推進事業については、大規模な食中毒が２件発生したが、いずれもHACCPに沿った衛生管理の不備等がみられ
たことから、引き続きHACCPに沿った衛生管理の推進を進め、健康被害発生防止に努める。
栄養指導事業については、特定給食施設等への立入指導により、栄養改善指導を行うことができた。引き続き、立入指導等によ
り、市民の健康維持・増進を図る。

指標見直しの要否 否
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